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目的　介護予防を目的とした高齢者対象介護予防運動教室の参加者において，教室への参加状況の
違いがその後の要介護認定率に与える影響を明らかにすることを目的とした。

方法　2011年 7 月から2015年 3 月の期間において，福島県伊達市の高齢者対象介護予防運動教室に
参加経験のある834名を対象者とし， 1年度内に50回以上の参加経験を有する者202名（74.2±
5.5歳）を参加群とし， 1年度内に50回以上の参加経験のない者632名（72.6±5.6歳）を不定
期参加群に群分けした。さらに不定期参加群の内，2015年 4 月時点で参加していない者398名
（72.7±5.8歳）を不参加群として抽出した。分析は，累積介護認定率，リスクファクターの
ハザード比を算出して介護予防効果を検証した。累積介護認定率は，対象期間の自立と認定を
追跡し，Kaplan-Meier法により各群の推移を比較した。群間の有意差検定は，ログランク検
定と一般化ウィルコクソン検定を用いた。また，ハザード比はCox比例ハザードモデルを用い
て，目的変数に要介護認定の有無（自立＝ 0，認定＝ 1），説明変数に年齢（＋ 1），性別（女
＝ 0，男＝ 1），教室参加状況（ 0＝参加群， 1＝不定期参加群）を設定して尤度比による変
数増加法にてハザード比を算出した。

結果　Kaplan-Meier法による累積要介護認定率は，観察期間48カ月時点において参加群7.3％，不
定期参加群12.9％，不参加群18.8％であり，参加群と不参加群の間において統計的有意差が認
められた。Cox比例ハザードモデル分析の結果，性別は変数選択の段階で排除され，年齢が 1
歳増加した時のハザード比は1.20倍であった。また，教室参加状況において参加群と比較した
際の不定期参加群のハザード比は2.99倍であった。

結論　高齢者対象介護予防運動教室における要介護認定を受けた者の割合を比較，検討したところ，
Cox比例ハザードモデル分析の結果から，不定期参加群は参加群より 3倍要介護認定を受けや
すいという結果となった。しかし，本研究の限界により，週 1回以上の運動教室への参加が要
介護認定を遅延させると結論づけることはできなかった。

キーワード　高齢者，要介護認定，介護予防運動教室，Kaplan-Meier法，Cox比例ハザードモデル

Ⅰ　緒　　　言

　介護保険制度による要介護（要支援）の認定
者数は2017年 3 月に632万人となり，2000年 4
月に介護保険制度が施行されてから17年間で
2.47倍となった1）。中でも要支援の認定を受け

る者の数が，施行初年度の32万人から176万人
となり，5.46倍となっている1）。要介護認定を
受ける主な原因は，認知症が18.0％，脳血管
疾患（脳卒中）が16.6％，高齢による衰弱が
13.3％と上位を占めるが，介護度別にみた場合，
介護度の低い要支援の認定を受ける者について
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は関節疾患が17.2％，高齢による衰弱が16.2％，
骨折・転倒が15.2％と上位を占めている2）。こ
れら要支援者の要介護認定を受ける原因は身体
機能の低下が要因として挙げられるため，定期
的な運動実施による身体機能の維持・向上が要
介護認定の予防施策として重要と考えられてい
る3）4）。厚生労働省は2006年の介護保険制度の
改正によって「予防重視型社会システム」への
転換を図る施策を打ち出し5），全国各地で高齢
者を対象とした介護予防運動教室が開催される
ようになった6）-15）。過去の研究によると，運動
の実施によって身体機能が高まることで介護予
防につながるという報告や，身体機能の高い者
の方が要介護認定を受けにくいという報告がさ
れている12）-21）。
　しかし，過去の報告で行われている介護予防
運動教室は，その多くが 3カ月から 6カ月程度
の期間を設ける短期的教室である21）。運動教室
に参加することにより介護予防効果があるとし
ても教室が終わると参加者はその恩恵を受ける
ことができなくなってしまう。運動による介護
予防を実現するためには期限なく日々運動を続
けていくことが必要である。そのための環境づ
くりとして，期限の設定がなく通年で開催され，
かつ指導者によって運動内容が管理された教室
が必要であるとともにその効果を明確にするこ
とが今後の介護予防運動教室の方向性を検討す
るに当たり重要になると考えられるが，このよ
うに通年で運動内容の管理された教室の調査報
告は少ない。2010年に松田22）は，自主継続型の
運動教室について報告しているが，継続的に運
動を続けたグループにおける実施状況は本人の
アンケート調査によって確認されており，客観
的な指標を用いて把握するまでには至っていな
い。
　福島県伊達市では，2003年に厚生労働省が打
ち出した「介護予防・地域支え合い事業」の一
環として2004年（当時　保原町）から，高齢者
対象介護予防運動教室「元気クラブ」（以下，
元気クラブ）を開催している。元気クラブは
2019年現在でも開催され，15年以上の実績があ
る教室である。この元気クラブは通年で実施さ

れる自主継続型の運動教室である。期間の設定
がなく，参加条件は，市内に在住する者で65歳
以上であること，要介護認定を受けていないこ
と，そして医師により運動を禁止されていない
ことである。つまり，本人の意思により参加を
やめるか，身体的な変化により要介護認定を受
けたり，医師に運動を禁止されたりしない限り，
参加を続けることが可能となる。教室の内容は
その日の個人の体調や身体の状況に応じて多少
の変化はあるものの，運動方針は一定であり，
実施される運動内容に大きな変動はない。つま
り，元気クラブは指導者によって運動内容が管
理され，かつ期間の設定がなく，本人が参加を
続ける限り運動の効果を享受し続けることが可
能な運動教室である。
　そこで本研究では，福島県伊達市高齢者対象
介護予防運動教室「元気クラブ」参加者の，教
室参加状況と要介護認定状況の関係から要介護
認定率に与える影響を調査，検証することで，
自主継続型運動教室の介護予防効果を検討する
ことを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　伊達市高齢者対象介護予防運動教室「元
気クラブ」について

　元気クラブは筋力トレーニングマシンでのト
レーニングを軸とした 1回60分の運動教室であ
る。教室前に血圧・体調チェックを行い，運動
指導者が参加者の既往歴や体調の変化に応じて
ストレッチや自重の筋力トレーニング，脳トレ
を含めた拮抗体操やレクリエーションなどを準
備体操として指導する。主運動となる筋力ト
レーニングはHUR社製の筋力トレーニングマ
シン 6機種にて 9種目，最大負荷の40％程度で
20～30回を各 1セットずつ行い，最後に整理体
操をして教室は終了となる。参加者は会員登録
制となっており，登録時の健康チェック票に
よって既往状態の確認を行い，必要に応じて主
治医の意見書を取る。会員は開催日時に合わせ
て自ら来所し参加する。予約不要のため，会員
の都合で日程を管理することができるが， 1週
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間に参加できる回数は 2回までと決められてい
る。2017年 3 月時点で市内 6会場にて開催され，
1カ月の平均的な参加実人数はおよそ500人で
年間の延べ人数は24,000人を超える。

（ 2）　対象者および介護予防効果検討のための
データ

　本研究の対象者は2011年 7 月から2015年 3 月
の期間に 1度でも教室に参加した経験があり，
教室の参加状況が把握できている834名である。
教室の参加状況は年度単位で管理されており，
対象者が年度内に参加した回数と年度内の各月
に参加した回数が記録されている。このデータ
を用いて， 1年度内に50回以上の参加経験を有
する者202名を参加群， 1年度内に50回以上の
参加経験のない者632名を不定期参加群，さら
に，不定期参加群の内，対象期間のある地点か
ら対象期間終了の翌月2015年 4 月時点まで教室
に参加していない者398名を教室への参加を中
止した者とみなし，不参加群とした（図 1）。
不参加群は不定期参加群に含まれ両群は独立し
ていないため不定期参加群と不参加群の比較は
行わない。群分けの境界を 1年度内に50回とし
たのは次の理由からである。一般的に運動に
よって身体機能の維持・向上を目指す場合は週
2回以上の運動が推奨されており3），少なくと
も週 1回の運動が必要と考えられている。本研
究の調査を行う，元気クラブにおいても過去の
調査で週 1回の実施で筋力が向上したという報
告がある23）。また，先行研究などにおいて介護
予防効果を示したものについても，週 1回から
2回の運動を行っていることから，運動による
身体機能の維持・向上から介護予防効果を示す
には週 1回以上の実施を条件とする必要が出て
くる。さらに，行動変容理論から，行動変容ス
テージは 6つのステージ（前熟考期，熟考期，
準備期，実行期，維持期，ターミナル期）に分
類され，健康的な行動を維持してきたとされる
維持ステージは少なくとも 6カ月以上の期間を
観察されている事が条件となる24）。これら 2つ
の根拠に加え，元気クラブは週 2回まで参加可
能であるという条件を合わせると， 1年度内に

50回以上の参加があれば，年度の平均として週
1回だと 1年の継続，欠かさず週 2回参加した
としても 6カ月継続して参加したことになる。
以上の理由から群分けの境界を 1年度内に50回
とした。
　また，介護予防効果を検討するにあたり，伊
達市の協力を得て，対象者において，2016年 4
月時点で教室に参加しておらず，介護認定状況
が把握できていない者の認定状況を取得した。
データは2011年 4 月から2016年 3 月までの 5年
分とし，少なくとも12カ月の介護認定状況を把
握できるようにした。取得した情報は，①要介
護認定の有無，②要介護認定をされた期日，③
要介護認定を受けた主な理由である。①要介護
認定の有無は，要介護認定率を算出するために
使用した。②要介護認定をされた期日は，対象
者ごとの観察期間を算出するために使用した。
③要介護認定を受けた主な理由は，突発的な事
故による外傷など，明らかに元気クラブへの参
加や通常の日常生活とは無関係な理由で要介護
認定を受けたことがわかるものを排除するため
に使用した。実際に排除されたのは，不慮の自
動車事故による外傷で要介護認定を受けること
になった 1名のみであった。

（ 3）　分析方法
　介護予防効果は，①各群の要介護認定者の割
合，②累積介護認定率，③Cox比例ハザードモ
デルによるハザード比の算出を行い，検討した。
　①�　各群の要介護認定者の割合は基礎統計分

析として算出した。

図 1　本研究の対象者
全対象者834名（男255名，女579名)
2011年 7 月～2015年 3 月に 1回以上

運動教室に参加した者

参加群202名（男78名，女124名)
2011年度～2014年度の
1年度内に50回以上
運動教室に参加した
経験を有する者

不定期参加群 632 名（男 177 名，女 455 名）
2011年度～2014年度の
1年度内に50回以上
運動教室に参加した
経験がない者

不参加群 398 名（男 114 名，女 284 名）
2015年 4 月時点で運動教室に

参加していない者
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　②�　累積介護認定率は，Kaplan-Meier法を
応用し，生存と死亡を要介護認定の自立と
認定に置き換えて累積介護認定率を算出し
た。運動による介護予防効果を検証するた
めには，要介護認定の有無だけではなく，
身体機能の維持・向上によって要介護認定
を受けるまでの期間をどの程度，遅延させ
たかも重要な指標となる。累積介護認定率
を算出することで，参加群として週 1回 1
年間運動したが直後に要介護認定を受けた
者，運動したことによって身体機能が維
持・向上され 1年後に要介護認定を受けた
者，不参加になり急激に身体機能が低下し
早期に要介護認定を受けた者，不参加だが
緩やかに身体機能が低下し， 2年後に要介
護認定を受けた者などがすべて同じ扱いを
受けることなく要介護認定を受けるまでの
期間を考慮することができる。観察期間に
ついて，観察終了は介護認定状況の把握が
可能な2016年 3 月までとし，それまでに要
介護認定を受けた者は観察開始から認定を
受けるまでの月数，要介護認定を受けな
かった者は観察開始から観察終了（観察期
間の満了もしくは観察期間中の死亡）まで
の月数を自立期間とした。参加群について
は，参加群としての条件を満たす 1年度内
に50回以上の参加をした年度の翌月を観察
開始時期とした。不定期参加群については，
教室に初めて参加した翌月を観察開始時期
とした。不参加群については最後に教室に
参加した翌月からを観察開始時期とした。
得られた観察期間は最長で56カ月であり，
最短は 0カ月であった。観察期間 0カ月は
観察開始とほぼ同時に要介護認定を受ける，
もしくは死亡した場合である。群間有意差
検定にはログランク検定（Chochran-Man­
tel-Haenszel）と一般化ウィルコクソン検
定（Peto-Prentice）を用いた。

　③�　Cox比例ハザードモデルによるハザード
比は教室参加状況や性別，年齢などのリス
クファクターが要介護認定の有無にどれほ
ど影響を及ぼしているかを検討するために

算出した。目的変数に自立と認定（自立＝
0，認定＝ 1）を設定し，説明変数に年齢
（＋ 1歳），性別（女性＝ 0，男性＝ 1），
教室参加状況（参加群＝ 0，不定期参加群
＝ 1）を設定して，尤度比による変数増加
法にてハザード比を算出した。性別につい
ては変数選択の段階で排除された。本研究
におけるデータ処理は，統計ソフトBell 
curve社製エクセル統計を用い，有意水準
は 5％未満とした。

（ 4）　倫理面の配慮
　個人情報については，すべての対象者に会員
登録の際に同意書にて研究協力の同意を得た。
また，本研究は福島大学に帰属する研究倫理委
員会の承認を受けた（2018年 6 月15日）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　対象者の基礎統計分析
　各群の人数，平均年齢および要介護認定者の
人数とその割合を表 1に示した。2016年 3 月時
点で要介護認定を受けていた者は，参加群202
名中 8名で要介護認定率（認定者数／人数）が
4.0％，不定期参加群632名中62名で要介護認定
率が9.8％，不参加群398名中51名で要介護認定
率が12.8％であった。教室参加頻度が高いほど
要介護認定率の数字は低く，統計的有意差は参
加群と不定期参加群および参加群と不参加群の
間に認められた（表 1）。

（ 2）　Kaplan-Meier法による累積介護認定率
の算出

　図 2にKaplan-Meier法により推定した各群

表 1　群別人数と年齢および介護認定率

人数 年齢（歳）
（平均値±標準偏差）

要介護
認定者数
（名）

要介護
認定率
（％）

全体 834 72.7±5.6 70 8.4
参加群 202 74.2±5.5 8 4.0
不定期参加群
（不参加群）

632
（398）

72.6±5.6＊＊
（72.7±5.8）＊＊

62
（51）

9.8
（12.8）

注　1）　＊＊ｐ＜0.01，vs参加群（等分散を仮定したｔ検定）
　　2）　不定期参加群は不参加群を含み，両群は独立ではない
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の累積介護認定率の推移を，表 2にロ
グランク検定と一般化ウィルコクソン
検定の結果を示した。累積介護認定率
は参加群の最長観察期間48カ月時点に
おいて，参加群7.3％，不定期参加群
12.9％，不参加群18.8％であった。
　図 2の累積介護認定率を示す曲線（累積介護
認定率曲線）は，観察開始から観察期間が長く
なるにつれて各群の差が徐々に広がっていった。
各群の累積介護認定率曲線において，参加群と
不参加群では統計的に有意な差が認められた
（ログランク検定ｐ＜0.001，一般化ウィルコ
クソン検定ｐ＜0.001）。参加群と不定期参加群
の間では統計的に有意な差は認められなかった
（ログランク検定ｐ＝0.058，一般化ウィルコ
クソン検定ｐ＝0.054）。

（ 3）　Cox比例ハザードモデルによるハザード
比（HR）の算出

　表 3にCox比例ハザードモデル分析の結果を
示した。年齢のHRは1.20（95％信頼区間1.15－
1.24）で，教室参加状況のHRは2.99（95％信
頼区間1.42－6.30）であり，年齢と教室参加状
況は統計的に有意であった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，高齢者対象介護予防運動教室「元
気クラブ」の介護予防効果を検討することを目
的とし，元気クラブ参加者の教室参加状況と介
護認定状況から要介護認定率を算出した。

（ 1）　Cox比例ハザードモデル分析の結果につ
いて

　分析の結果，性別は変数選択の段階で排除さ
れ，年齢HRは1.20（ｐ＜0.001），教室参加状
況HRは2.99（ｐ＝0.001）となったため，要介
護認定の受けやすさが，年齢が 1歳高くなるご
とに1.2倍，不定期参加群は参加群の 3倍であ
ることがわかった。
　これにより，参加群は不定期参加群よりも要
介護認定を受けにくいことが明らかになった。
また，本研究において年齢はリスクファクター
となるが性別はリスクファクターとはならない
という結果となった。同様の結果は先行研究に
おいても報告されている22）。
　一方，厚生労働省の報告1）によると要介護認
定者は女性の割合が高いことも報告されている。
平均寿命は女性の方が男性よりも長いため，年
齢がリスクファクターであるとするならば，女
性の要介護者が増えることが推測され，厚生労
働省の結果はそれを支持していると考えられる。
また，女性が男性よりも長寿であることによっ
て，男性は配偶者の女性から介護を受けられる
反面，独りになった女性は公的支援を必要とし，
要介護認定を受けるという可能性も考えられる。
つまり，年齢や生活環境などが影響してくるこ
とから性別そのものが要介護認定のリスクファ

表 2　 2群間の累積介護認定率曲線の検定
χ2値 ｐ値

参加群　vs　不定期参加群
　ログランク検定 3.59 0.058
　一般化ウィルコクソン検定 3.70 0.054
参加群　vs　不参加群
　ログランク検定 13.25 ｐ＜0.001
　一般化ウィルコクソン検定 13.66 ｐ＜0.001

表 3　�Cox比例ハザードモデル分析による要介護認定の発生に対するハ
ザード比

偏回帰
係数 ｐ値 ハザード

比
95％

信頼区間
年齢（＋ 1） 0.18 ｐ＜0.001 1.20 1.15－1.24
教室参加状況
（参加群＝ 0，不定期参加群＝ 1） 1.10 ｐ＝0.001 2.99 1.42－6.30

図 2　Kaplan-Meier法による累積介護認定率の推移
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クターとなるかどうかは今後さらなる検討が必
要である。

（ 2）　累積介護認定率算出の結果について
　今回の調査では，参加群と不参加群の間には
統計的に有意な差が認められたが，参加群と不
定期参加群の間には統計的に有意な差は認めら
れなかった。
　元気クラブにおける過去の調査によると，週
1回以上の運動実施で身体機能の維持・向上が
認められている23）。このことから，週 1回以上
の運動実施によって身体機能が維持・向上し，
要介護認定を受けにくくなるのであれば，週 1
回以上参加の参加群と週 1回未満参加の不定期
参加群との間に，累積介護認定率曲線に統計的
有意差が認められると推測していたが，本研究
では統計的有意差は認められなかった。
　そこで参加群と不定期参加群の間に統計的有
意差が認められなかった原因について検討する。
まず考えられるのが，要介護認定を抑制する効
果があるのは運動習慣だけではないということ
である。運動教室に参加することは他者との交
流を生むコミュニティーの役割も果たし，社会
参加機会の提供としても役立つ。月 1回以上の
社会参加（趣味・稽古事，ボランティア活動）
によって死亡や障害発生のリスクが低くなるこ
とが報告されており25），週 １ 回未満の参加だと
しても，月 １回以上の社会参加という条件を満
たすことで，介護予防に貢献している可能性が
ある。つまり，介護予防としては運動生理学的
観点から運動の効果として，週 1回以上の運動
教室への参加が必要であるが，週 1回未満の参
加でも身体機能の維持・向上とは異なる部分で
介護予防に一定の効果が得られる可能性がある。
　次に考えられるのが，対象者の教室参加時以
外の生活状況が不明という点がある。不定期参
加群の中に教室参加時以外に運動に取り組み，
週 1回以上の運動習慣を持っていた者がいると
すれば，教室参加は不定期でも実態は参加群同
様の運動習慣を持つ者が含まれることになり，
参加群と不定期参加群における運動頻度の違い
を不正確なものとした可能性がある。今回，参

加群と不定期参加群の累積介護認定率曲線に統
計的有意差が認められなかったことに関して，
これらの理由が推測されるが，今回のデータか
らそれを明らかにすることはできない。

（ 3）　本研究の限界
　本研究の限界は対象者の群分けの条件や，説
明変数が要介護状態の有無，年齢，性別のみで
あることである。
　第 1に，群ごとの比較をする際に，対象者の
身体機能の違いによる参加状況への影響を否定
できない。体力テストや筋力などの身体機能を
評価できる要素を分析に組み込むことが出来な
かったために，各群が示した結果について，身
体機能が高い者が週 1回の運動を継続でき，そ
うでない者が継続できなかったために要介護認
定率に差が出たという逆因果の可能性を排除で
きていない。
　第 2に，教室参加時の運動習慣や日常生活の
運動量を把握していないことから，教室参加頻
度と対象者の運動頻度は必ずしも一致しない。
つまり，参加群と不定期参加群の比較において，
教室参加頻度による違いとしては検討できるが，
運動頻度による違いとしての比較は推測の域を
超えない。
　第 3に，参加群について年間50回以上の参加
を条件とし，条件に合致した後の観察期間中の
運動習慣の有無は不明である。参加群の中には
年間50回以上の参加を継続的に続けた者がいれ
ば，二年目以降は継続的な参加をしていない者
もいるため，同じ運動習慣を持つ者として扱う
には不適切な可能性があり，対象者の観察期間
中の運動習慣の違いによって検証結果に違いが
現れる可能性もある。

（ 4）　本研究成果の意義
　本研究成果の意義としては，自主継続型の運
動教室においても先行研究21）でも見られたよう
に，週 1回以上の頻度で教室に参加した群がそ
うでない群と比較すると要介護認定を受けにく
いという可能性を示したことである。それは通
年で開催される自主継続型運動教室の重要性を
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示すことにつながり，今後の介護予防事業の方
向性を示すにあたり，貴重な資料となりうる。
　一方，本研究の限界が示すとおり，本研究で
は自主継続型運動教室の介護予防効果を断定す
ることが出来ていないため，今後の調査によっ
て明らかにしていく必要がある。

Ⅴ　結　　　語

　高齢者対象介護予防運動教室の参加者を対象
とした約 5年間の追跡研究において， 1年度内
に50回以上の参加経験を有する者は， 1年度内
に50回以上の参加経験のない者と比較すると要
介護認定を受けにくいということが明らかに
なった。しかし，本研究の限界から，定期的な
教室参加によって介護予防効果があると断定で
きる結果を得ることができなかった。
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